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加藤科学振興会創立80周年記念

公益財団法人加藤科学振興会



加藤先生が加藤科学振興会を創立されたのは1942年、
先生70歳の時。それまでの先生の人生の中で、なぜ財
団設立に至ったかをご理解いただくために先生のそれま
での人生をご紹介します。

加藤先生の創造性の大切さや、科学技術力向上
のために注がれた熱意を感じ取って頂ければ幸いです。



今年は加藤先生がお生まれになって150年
生誕の地､刈谷市では地域の偉人の生誕150年を記念して講演会・展示会を開催



加藤先生がお生まれになった（明治5年、1872年）は、

まさに明治維新による文明開化が始まったとき

特に、科学と近代工業の夜明けの時

先生が育たれた頃の時代背景



加藤先生の生涯

・1872 明治 5 年に愛知県の田舎，伊佐美村野田西屋敷の農家に生れる

・1890（18才） 郷里の高等小学校を卒業した後，中学校の教師を目指して独学で勉強

・1893（21才） 京都に上り，現在の同志社大学の前身であるハリス理化学校に入学

・1896（24才） 仙台の東北学院の教師をしていたが，大学を卒業する必要を痛感

・1899（27才） 京都に上り，京都大学理学部化学科の聴講生となる

・1900（28才） 京都大学選科生として入学され、1903 卒業して理学士とる

・1900（28才） 福島県相馬市菊池家次女トラと結婚

・1903（31才） 米国 MIT の A. A. Noyes 教授に招かれ，研究に従事

・1905（33才） 帰国し，東京高等工業学校の応用化学科に奉職し，電気化学科の科長就任

・1911（39才） コロイド化学の研究によって理学博士の学位を受けた

・1917（45才） 中村化学研究所を創立して電気化学工業の開発に努力された。

・1929（57才） 東京高等工業学校が東京工業大学に昇格した際、電気化学科の主任教授

・1930（58才） 武井武博士とともにフェライトコアの発明、特許出願

・1939（67才） 先生の寄付により東工大に資源科学研究所が設立された

・1942（70才） 昭和 17 年に東工大を退官 引き続き資源化学研究所において，研究の指導

・1942（70才） 加藤科学振興会設立

・1944（72才） 同志社工業専門学校教授となる

・1957（85才） 軽井沢で同志社大学学生に対し第1回創造科学教育研修を行う

・1960（88才） 軽井沢に創造科学教育研究所を設立 若い学生創造教育に注力

・1967（95才） 熱海の自宅で永眠



1896年（24才） 第1回ハリス理科学校卒業生

1903年（31才） 京都帝国大学学生時代

東北学院教授



その後の先生の生き方におおきな影響をした渡米
1903（31才）～1905年 渡米ＭＩＴノイス教授の下で研究

ノイス先生と

実験室の加藤先生 良き先輩のクーリッジ博士

ノイス夫妻とクーリッジとピクニック



ノイス先生は1866年生まれで、加藤先生より6歳年上。
1907年にMITの学長代理。
1919年にMITを退職し、カリフォルニアに移り、それから
はカリフォルニア工科大学大学を科学分野における教育と
研究の偉大なセンターにすることに彼の人生を捧げた。
加藤先生著書「創造の原点」の第7章でカリフォルニア工
科大学CALTECH のことを取り上げられ、“このような建
学の精神が後に偉大な功績を現したことは大いに考慮す
べきである”と書かれている。
CALTECH の創立が1920年、東工大が新制大学として
国会で認められたのは1923年、関東大震災で遅れてしま
い、実際の創立は1929年ではあるが、その頃ノイス先生と
親交のあった加藤先生を通して、CALTECHの創立時のノ
イス先生の建学の精神が東工大の建学の根本方針に少な
からず影響を与えていることは間違いないと思われる。
加藤先生が東工大に「資源科学研究所」を設立されたの
も、ノイス先生がＭＩＴに半分私費で「物理化学研究所」を
設立された影響であると考えられる。

加藤先生に多大な影響を及ぼしたノイス先生

A.A.Noyes 先生
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1930年（58才） 武井助教授とフェライトの発明

１９３２年に登録されたフェライトコア特許
（日本特許代９８８４４号）

発明直後の加藤先生と武井先生



１９３５年 大学発ベンチャーとして東京電気化学工業が創立された

１９３５年１２月７日 フェライトの事業化を目的として設立された

東京電気化学工業という社名はフェライトが発明された東京工業大学の電気化学科
から命名した。 後に、ＴＤＫ株式会社に社名変更

翌、１９３６年６月には蒲田に工場用地を取得、工場建設を行った。資金は、当時日本
における最大の私企業であった鐘淵紡績から支援を受けた 1937年から生産開始

齋藤憲三 津田信吾

スポンサー発明者 起業家

当時の鐘紡社長
加藤与五郎博士 武井武博士



加藤先生が残された、日本の科学技術向上に対する功績

・東京工業大学創立に際しての「建学の精神」の原案作成

・産業界に対する科学技術強化に関する啓蒙活動

・科学技術庁設置、科学技術基本法の成立に対する働きかけ

・加藤科学振興会の設立



加藤先生が科学技術基本法可決に向けて活動が始まる直前に､この小冊子
1000部（29ページ）を印刷し、日本の経済界のトップに配布した



TDK初創立者である齋藤憲三氏は1942年に衆議院当選、その後、加藤先生の強い影
響を受け科学技術庁の創設に貢献し、初代の政務次官となる。

1960 年、閣議で「科学技術週間について」が承認され、この活動は本年63回を迎える

1965 年、東京大学名誉教授であった茅誠司の原案による「科学技術基本法の制定に
ついて」が佐藤栄作総理大臣に提出された。これには、加藤先生の強い思いが込められ
ていた。

国会で審議され、科学技術基本法可決の一歩手前までこぎ着けた。

しかし、科学技術基本法の制定については、科学技術庁と文部省の縄張り争いが原因で
廃案となった。

1990年代になり、日本の高度成長が頭打ちになってきたため、改めて見直され、1995
年にやっと可決成立した。国会で審議されてから実に30年の歳月が流れていた。

科学技術基本法成立に向けての働きかけ



昭和17年2月24日付け
文部省の設立認定書

設立時期は、前年12月8日に太平洋戦争
開戦直後である。

藤山愛一郎氏からの依頼で礬土頁岩
（ばんどけつがん）からアルミニウム
を抽出する特許で30万円を受け取り、一部を
東工大の資源科学研究所の設立に、3万円を
当財団の設立資金とした。

登記時の所在地は荏原区の
先生のご自宅

財団法人加藤科学振興会の設立



この趣意書が書かれたの
は太平洋戦争開戦直前
であり、国防上、産業上
科学技術の重要性がさら
に強く認識されたタイミン
グであった。



1942 昭和17年 財団法人加藤科学振興会創立。初代理事長 加藤与五郎

1960 昭和35年 軽井沢に創造科学教育研究所を創立

1961 昭和36年 研究奨励金交付事業開始

1967 昭和42年 加藤与五郎先生永眠

1967 昭和42年 第2代理事長に佐野隆一氏就任

1971 昭和47年 加藤記念賞授賞開始

1976 昭和51年 第3代理事長に武井武氏就任

1986 昭和61年 加藤科学振興会 軽井沢研修所竣工

1990 平成2年 「創造の原点」改題11刷発行

1991 平成3年 研究集会助成金交付事業開始（令和3年度で終了）

1992 平成4年 第4代理事長に山﨑貞一氏就任

1992 平成4年 研究助成金交付事業開始

1993 平成5年 創立50年記念冊子 「加藤与五郎と財団法人加藤科学振興会」発行

1998 平成10年 第5代理事長に杉本光男氏就任

2007 平成19年 第6代理事長に斎藤俊次郎氏就任

2010 平成22年 財団法人加藤科学振興会から財団法人材料科学技術振興財団へ軽井沢研修所を譲渡。登記完了。

2011 平成23年 内閣総理大臣より公益財団法人としての認定を受ける

2012 平成24年 公益財団法人への移行登記完了

2017 平成29年 創立75周年記念式典の開催

2019 平成31年 第7代理事長に谷口功氏就任

加藤財団80年のあゆみ



歴代理事長

初代

第2代

第3代

第4代

第5代

第6代

第7代

加藤 与五郎 東工大名誉教授、文化功労者

佐野 隆一 元鉄興社社長、勲二等旭日重光章受章

武井 武 慶應義塾大学名誉教授、文化功労者

山﨑 貞一 元ＴＤＫ株式会社社長、勲二等瑞宝章受章

杉本 光男 帝京平城大学名誉教授

齋藤 俊次郎 元ＴＤＫ株式会社専務取締役

谷口 功 前熊本大学長、（独）国立高等専門学校機構理事長



1967年（95才） 熱海のご自宅で永眠



運営資金

基本財産 約20億円の運用（20年国債の金利だけで運営）

基本財産の寄付者
・加藤与五郎 設立資金3万円、ご自宅、軽井沢の土地などを財団に寄付
・山﨑貞一氏 約13億円を財団に寄付
・ＴＤＫ株式会社 4億8千万円を財団に寄付
・武井武先生、山﨑舜平氏も高額の寄付

財団組織

理事： 8名 （1名を除き非常勤）
評議員： 9名 （非常勤）
監事： 2名 （非常勤）

事務局： 3名 （事務局長、事務局員、経理各1名 常勤）



加藤科学振興会の事業

公益事業

・研究助成金交付
・研究奨励金交付
・加藤記念賞の授与

その他事業

・刈谷地区の小中学校への教育助成寄付
・電気化学会の年会での加藤記念講演会への寄付



「我が国の産業は明治以来目覚ましい発展を遂げたが、これはいずれも外国の
模倣工業である。このままの状態を将来も続けるならば、我が国はやがて先進欧
米諸国の工業属国になる。貿易の自由化、とくに資本の自由化が進めば、その心
配に一層強くなる」ことを加藤与五郎博士は強く憂慮された。

我が国における日本人の頭脳から出る新しい工業、日本人の発明、創造に基づく
工業の発展のために、我が国の将来を担う若い創造性の豊かな研究者の育成と、
創造性の高い研究のテーマ遂行に対する研究費の助成を行うことにした。

助成事業の目的 （財団設立当時）



奨励金：1961年 研究奨励金
事業が始まる。
開始時は同志社、日本大学の
学生が対象。
その後、東工大、慶應義塾大
などを加えて拡大。
2012年（平成24年）に公益
財団に認定されたため、公募
となった。

研究奨励金の交付

昔から、これはと思う学生には先生が支援をしていたが、亡くなる前の
年からは財団として制度化した。

現在は、指導教員の推薦で応募してもらい、選考委員会で選ばれると
30万円の奨励金が交付される

令和4年度研究奨励基金交付者



研究助成金の交付

電気化学、電気・電子材料を中心とする材料科学、およびそれらの関連分野に
おいて、独創的な研究、あるいは将来広く展開が期待される研究に挑戦しようと
する研究テーマに対して、助成を行うものです。

1992年（平成4年）研究助成金助成金交付事業を開始。
1200万円を原資とし、選考委員会でテーマにより100～300万円の助成金を
決めていたが、昨今の研究資金の減少傾向を考慮し、一律100万円を12名に交
付している。

令和4年度研究助成金交付者



研究助成金交付者による成果報告会

助成期間終了後に報告会で
成果を発表している。



助成金贈呈式後の懇親会



加藤記念賞の授与

昭和47年からは電気化学，電子材料およびその応用方面に顕著な功績をあ
げた者に，加藤記念賞を贈呈することになり，すでに94名の方にこの賞（賞状
と金メダル）を差し上げている。
この賞は、我が国の電気化学、材料科学の分野で顕著な業績を挙げた方に

贈られ、この分野では最も名誉のある賞であると位置づけられている．

今後も加藤記念賞受賞者の中から
ノーベル賞受賞者が生まれる
可能性は非常に高いといえる。

ノーベル賞受賞者吉野彰氏は2013年に加藤記念賞を受章



加藤先生は生前に自身の母校の児童生徒らに奨学金を贈っ
ていたが、没後には加藤科学振興会が、教育委員会を通して、
毎年、刈谷市内の小中学校に対して毎年児童理科研究教育
資金の提供を行っている。

刈谷地区の小中学校への教育助成



最優秀校 2校 刈谷市立朝日中学校 教育助成金300万円とソニー製品

優秀校 6校 刈谷市立刈谷南中学校 教育助成金50万円とソニー製品

奨励校 62校 刈谷市立小垣江東小学校 教育助成金50万円とソニー製品

刈谷市立亀城小学校

全国から161の小・中学校の応募があった
その中から70校に賞が授与された

うち4校は刈谷市から

「疑問と興味を起こさせる」、また、「科学が好きな子どもを育てる」点が評価された

小学校・中学校対象を対象とした「教育実践論文（理科・生活科）」はソニー創業者の井深大氏が1959年に始めた



日本学生科学賞とは

1957年にスタートした日本学生科学賞は、中学生、高校生を対象
にした歴史と伝統のある日本最高峰の科学コンクールです。

（2021年）

これらの成果は、加藤先生が残した創造性の大切さが地域の皆さん
に浸透しているためであると思われる。教育基金も一部寄与。



URL:  www.katof.or.jp

財団ホームページ
財団のアーカイブ、関連著書をはじめとする関係資料の閲覧ができます



ご静聴ありがとうございました

今後とも、当財団に対する
御指導ご鞭撻のほどよろしく

お願い申し上げます


